
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７（予算）

4,599,457 2,255,350 3,955,903 1,948,145 2,011,035 2,792,678

3,064,689 797,701 822,834 765,534 782,590 884,813

千円 千円 ％ 66.6% 35.4% 20.8% 39.3% 38.9% 31.7%

人 人  月 4,719,125 2,411,472 4,232,954 2,059,741 2,472,594 2,792,838

△ 119,668 △ 156,122 △ 277,051 △ 111,596 △ 461,559 △ 160

14,087,766 12,774,092 11,965,668 11,332,782 10,518,197

 現金預金 800,060 648,433 735,662 467,893 450,798

 投資有価証券 7,365,490 7,332,138 7,006,400 6,612,456 6,339,160

11,005,125 9,847,573 9,316,200 8,794,910 8,441,884

3,082,641 2,926,519 2,649,468 2,537,872 2,076,313

968,463 957,638 919,436 916,004 873,549

2,114,178 1,968,881 1,730,032 1,621,868 1,202,764

Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７（予算）

13 12 12 3,064,689 797,701 822,834 765,534 782,590 884,813

3 3 2  委託料 555,846 572,833 553,029 573,940 614,603 679,214

0 0 0  補助金 2,505,441 220,501 264,091 185,610 160,979 200,099

10 10 10  負担金 3,402 4,367 5,714 5,984 7,008 5,500

1 1 1  その他 0 0 0 0 0 0

134 131 131 　その他　 0 0 0 0 0 0

113 112 109 9,165,771 8,157,217 7,841,368 7,568,457 7,312,201

1 1 1 6,272,571 5,482,071 4,691,571 4,791,571 4,591,571

1,439,330 1,239,901 1,086,504 951,101 854,279

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0
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公益財団法人岡山県産業振興財団

989,393
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Ｒ２

18

 常  勤

 非常勤

 非常勤 2221 1922

 常  勤
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名　　称

事務所の所在地

代 表 者

6,000出資金等総額 うち県出資金等

岡山市北区芳賀５３０１

理事長　小林　健二 昭和43年8月8日

3260005009000

設立目的
　商工業の高度化及び情報化の推進、産業技術の振興等に関する諸事
業を総合的かつ効果的に推進することにより、岡山県内の企業の活力
あふれる振興及び発展を図り、もって地域産業の発展に寄与する｡

主な事業

職  員

　総　数

  総  数

 うち県職員

役　員  うち県派遣職員

 うち県派遣職員

経　営　状　況　等　の　概　況　（ 県 外 郭 団 体 ）

役　　　 職　　　 員　　　 の　　　 状　　　 況

団　体　の　基　本　情　報　　（Ｒ７．４．１現在） 　　　　　　　　　経　営　実　績　と　財　産　の　状　況　　　　　（単位：千円）

　　　　　　　　岡　山　県　か　ら　の　支　出　の　状　況　　　　（単位：千円）

　当期正味財産増減額（Ａ－Ｃ）

　総 資 産　Ｄ

主
な
も
の

　正味財産　Ｆ＝Ｄ－Ｅ

 うち基本財産　Ｇ

県出資比率

設立年月日

　経営実績と財産の状況
についての評価

　県支出金の割合（Ｂ／Ａ）

　収益　Ａ

　うち県支出金　Ｂ

　費用　Ｃ

１　中小企業の体質改善及び経営基盤の強化等に関する事業
２　中小企業の経営資源の充実を図るため必要な事業
３　産業技術の振興に関する事業
４　新事業の創出に関する事業
５　大学等及び公設試験研究機関等の研究成果の発掘・評価
　並びに特許権等知的財産の取得、提供又は譲渡に関する事業
６　無料職業紹介に関する事業

役    員 職　　員 138 決算時期

 長期貸付金（年度末残高）

 損失補償限度額

 損失補償契約に係る債務残高

 債務保証限度額

 債務保証契約に係る債務残高

　当期正味財産増減額のマイナスは、運用している有価証券（債券）を時
価で評価した結果が反映されたものであり、例年安定した経営が行われて
いる。

　県支出金

 短期貸付金

 累積剰余/累積損失（Ｆ－Ｇ）

　総 負 債　Ｅ

内
　
訳


